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1. はじめに 
 成年身上監護とは、成年後見法によって導入された身上監護に関する制度をいう。こ
れは成年者のための身上監護であり、未成年者の親権・後見における身上監護と区別さ
れるものである。もっとも、成年後見における身上監護についてはまだ経験が浅く、身
上監護の概念や、身上監護の範囲などを明確にすることが望まれている。また、身上監
護は、成年後見における財産管理のあり方にも影響を及ぼしている。以上の問題は、実
務上の課題であるとともに、理論的解明が求められるものでもある。 
 2009年成年後見法学会分科会では、新法によって導入された身上監護制度とはどのよ
うなものかを中心に、これまでの実務及び理論の状況を明らかにするとともに、抱えて
いる課題について検討したい。成年身上監護とはどのような制度か、その目的、性質、
内容、機能はどのようなものか、既存の制度とどこが違うか、どのような問題があるか、
などが報告の主要な中身である。 
 
2.この 10年間における変化 
（１）成年後見制度の誕生 
成年後見法の成立 
身上監護は、未成年者については従前から教育や監護の支援等において行われてきた
が（民法 820条以下）、成年後見制度の前身であった禁治産・準禁治産制度では、療養
看護はみられたものの、主として財産管理の支援が行われてきた。 
成年後見における身上監護（すなわち、成年身上監護）は、1999年に改正法が成立し、
2000年 4月に施行されて、初めて実定法に位置づけられた。 
身上監護という概念は民法の規定上は明示されていないが、身上監護が財産管理とと
もに成年後見の任務であると解されることは今日ほぼ異論がない。立法過程では、身上
監護のあり方について検討がなされ、身上監護事項として、介護・生活維持に関する事
項、医療に関する事項、教育・リハビリに関する事項、などの項目が示された（要綱試
案補足説明。法務省成年後見問題研究会の報告書参照）。 
もっとも、そこでは制度の基本的枠組みは伝統的な財産管理制度としての枠組みが維
持されており、身上監護論としての検討範囲は当初より限定されていたといえる。その
ためこの制度改革では身上監護制度の構築には至らなかった。これに対しては、成年後
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見法改正のあり方として財産管理と身上監護とを同格に位置づけようとする立法論が検
討され（『成年後見法（私案）』トラスト 60研究叢書）（1998 年、（財）トラスト 60）、
身上監護制度への展望が行われた（拙稿「身上監護…総合的な身上監護法からの考察」
判タ 961号 22頁以下（1998年））。 
成年後見制度の誕生は、身上監護という新しい規範（及び規範体系）の必要性を予感
させるものであり、これを日本民法氏の転換点として捉えることができないだろうか。 
成年後見法学会の設立 
 2003年に日本成年後見法学会が設立された。本学会は大学の研究者だけでなく、弁護
士、司法書士、社会福祉士など関係する実務家によって構成される（設立の意義や経緯
については設立趣意書、学会誌「成年後見法研究」などを参照）。それら関係実務の地
域における活動の実績が学会活動の基礎になっている。 
 この時期における学会設立は、個人を実質的に尊重しようとする時代背景のほか、多
くの関係者・関係機関の努力によるものであろう。各界の専門家によって行われた設立
総会記念講演（本誌第 1号）のそれぞれの内容は今日でも輝いている。こうして成年後
見が学問の対象として研究される土壌ができあがった。また、学会活動によって海外主
要国との学術・実務の交流の基礎が築かれ、日本における世界会議の開催（2010年 9月）
が実現したのである。 
（２）成年後見実務の定着 
身上監護は実務において経験を重ね、今日では成年後見実務といわれるものが形成さ
れている。 
 成年後見における身上監護は弁護士、司法書士、社会福祉士（各専門職及び団体）等
における実務がリードしてきた。これらの実務を法務省、家庭裁判所、公証役場（公証
人）、市町村、地域包括支援センター、社会福祉協議会そのほかの関係団体などが支え
ている。国の関係団体として厚生労働省の関与も認められた。 
 このように身上監護が実務において利用されていることを捉え、この制度が地域にお
いて定着したということもできる。禁治産制度のもとではなかった民法の新しい経験と
いえる。 
 身上監護実務に関する調査資料として、平成 19年度老人保健事業推進費等補助金（老
人保健健康増進等事業分）事業『身上監護研究会 平成 19年度報告書』を挙げることが
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できる。 
成年後見事件の概況 
最高裁判所（事務総局家庭局）によって『成年後見関係事件の概況』が公表され、成
年後見制度が各年度（最新資料は 1年間）にどのように利用されたかが明らかにされて
いる。これは成年後見制度の実態を現す統計として価値があることはもちろんであるが、
加えて成年後見における身上監護の重要性を明らかにする有益な資料となっている。そ
こでは、調査対象として、財産管理という項目のほかに身上監護という項目が挙げられ
ている。成年後見の主たる内容として、財産管理とは異なる支援態様として身上監護が
明確に位置づけられており、実態を適確に捕らえようとする調査者の見識を見ることが
できる。この結果、その後の研究ではこの資料に基づいて成年身上監護についてより具
体的な検討をすることが可能になった。 
成年後見の社会化と介護の社会化 
 「成年後見の社会化」は新井教授及び上山泰教授が強調される視点である。成年後見
法学会の設立、学会活動における実務家との協働、市民後見人の育成、2010年世界会議
など一連の活動は、このような視点を具体化するものである。一方、「介護の社会化」
は社会福祉等においてかねてより主張、実践されてきたものであり、2000年の介護保険
導入によって飛躍的に進められた。 
 成年後見と介護保険との関係は「車の両軸」であるといわれる。これは各制度の目的、
内容が相互に関係していることを意味する。成年後見における身上監護の重要性を考慮
すると、成年後見の社会化が成し遂げられるためには、介護の社会化が前提とならなけ
ればならない。「介護の社会化」は、成年後見実務によって権利擁護としての保障を得
るということができる。 
 成年後見及び介護保険の社会化は、人と地域とのかかわりを求める。成年後見の社会
科は、単に成年後見が普及するということだけでなく、より根底には制度や人々の新た
な関係を構築することによって、人々が幸福になり地域が発展することを祈念するもの
でなければならない。 
 
3. 身上監護とは何か 
（１）規定の概観 
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規定を概観しよう。民法の規定をみると、法定後見では、民法 858条が成年後見人の事
務として、財産管理に加え、生活と療養看護を掲げる。また、保佐人及び補助人の事務
としては生活が掲げられ、療養看護は除かれている（保佐につき民法 876条の 5第 1項、
補助につき 876条の 10第 1項、876条の 5第 1項）。他方、任意後見では、任意後見人
の事務（委託事務）は、精神上の障害により事理を弁識する能力が不十分な状況におけ
る委任者の生活、療養看護及び財産の管理に関する事務の全部又は一部とされており（任
6条、2条 1号）、身上監護としては成年後見人と同じ事務が挙げられている。以上のよ
うに、法律上は生活あるいは療養看護に関する事務が身上監護として位置づけられてい
る。 
（２）身上監護の概念…身上監護における決定権限と手配について 
 身上監護の概念をどのように捉えるかは成年身上監護論において一つの論点とされた。 
 身上監護とは、生活または療養看護に関する法律行為についての決定権限という（米
倉説）。法の基本的分類ということでは、身上監護は、私法上の行為あるいは公法上の
行為について決定し、決定事項を遂行するための手配が必要とされる。手配は事実行為
と法律行為が考えられる。ここに事実行為は、法律行為に付随する事実行為であり、ま
た、いわゆる介護行為、医療行為などは含まれない。手配は、決定事項を実行する契機
となるものであり、また、各種援助に係る既存の仕組みとの連結をめざしている。手配
は、財産管理でも行われるが、身上監護についてはその内容の性質上特に手配の内容や
あり方が問われるのである。 
 身上監護の性質、内容などは、援助の性質、内容等によって特徴づけられるものであ
ろう。身上監護の支援（決定と手配）ということでは、従来は同一人に一体的あるいは
混然として帰属していた決定・手配と援助とが、それぞれ独立した権限として分化した
ということができる。このように権限が分化することにより、権限の集中による濫用・
弊害等を回避することが可能となる。これは権利擁護に求められるべき一つの態様とい
える。 
 以上のように、身上監護の決定権原や手配の中身、あるいはその手配のあり方等につ
いては、財産管理よりも、その事務の性質上、その内容が問われてくる。 
（３）身上監護の内容 
 身上監護の内容は上述のように私法上の行為と公法上の行為に分類することができる。
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例えば、福祉サービス契約、医療契約、衣・食・住に係る契約などは私法上の行為、医
療保護入院の同意などは公法上の行為である。 
 身上監護は、①社会福祉系事務の決定、②医療系事務の決定、③生活形事務の決定な
どに分かれる。上述のように、身上監護は介護、医療など具体的な援助に結びつけるた
めの決定であり、その手配が含まれる。 
 例えば、生活系事務について、個別の援助のいくつかに踏み込むことは、原則的には
身上監護の範囲を超えるが、身上監護は実際には個別の援助と連続して行われることも
あり、その境界は必ずしも明確ではない。この点、成年後見人等による決定事項、その
具体的内容、手配について、それぞれの実態を明らかにすることが望まれる。 
 身上監護は、介護とは異なり、扶養（民法 877条）とも異なる。また、未成年後見（民
法 838条 1号）とも異なる制度として位置づけられている。 
財産管理と身上監護の関係 
 成年後見制度に基づく支援の中身は大きく 2つに分かれている。1つは財産管理、もう
1つは身上監護である。財産管理は金銭など財産の保管、利用などに関する事務であり、
身上監護は財産管理以外の生活関係に関する事務である。いずれの場合も広義における
生活の支援であり、生活に関する事務の支援を行うものである。生活に関する事務には、
日常生活のほか、医療、介護、雇用などが含まれる。 
成年後見における財産管理と身上監護の関係をどのように捉えるかについては、まだ必
ずしも明確に解明されていない。財産管理とその身上監護の関係について、財産管理は
身上監護を目的として行うものであるというような形での主張がされてきているが、今
後はこの視点というのをさらに強く打ち出し、その内容の明確化を図っていくことが必
要であろう。 
民法 858条等の身上配慮義務 
 上述した民法 858条等の規定は、身上監護の事務を規定するとともに、身上配慮義務
あるいは本人意思尊重義務を規定している。その内容は善管注意義務と同様のものと解
されている。すなわち、当該身上監護の事務に求められる注意義務ということになろう。 
 身上配慮義務は具体的にはどのような内容のものか。成年後見身上監護は、新しいシ
ステムあるいは概念であるため、まずは身上監護の内容を明らかにすることが必要であ
り、それによって身上配慮義務も明らかになるであろう。 
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4．理論と事務角発展のために 
 成年身上監護のあり方については、成年後見法成立前後の初期の対立の議論から統合
の議論へ移りつつある。これは成年後見実務が地域において経験を重ねてきたことが影
響しているのであろう。成年後見における身上監護の支援は、個人が地域の中で生活を
まっとうするために何をなすべきかを私たちに問うており、人々の一般的生活関係を規
律する民法の課題として受け止めなければならない。地域の人々もまた身上監護の仕組
みやあり方により強い関心を持つことによって、身上監護論は成熟することができるで
あろう。 
 成年後見実務の発展は、あるべき成年後見制度の構築と密接不可分の関係にある。中
核となる考え方は、地域における人々の幸せであり、それを包含するヒューマニティの
考え方であろう。もちろん、ヒューマニティの意味するところを身上監護論として明ら
かにすることは今後の課題であり、本分科会における報告と討論の成果をその作業の一
つにすることができれば幸いである。 
 
（本稿は、「成年後見法研究」最新号（未公刊）（民事法研究会）へ寄稿した原稿を転
載したものである。） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
